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○東久留米市公共工事の前払金及び中間前払金取扱要綱 

令和３年３月３日 

訓令乙第１３号 

改正 令和５年１２月２６日訓令乙第１２５号 

令和７年３月３１日訓令乙第４６号 

（趣旨） 

第１ この要綱は、東久留米市契約事務規則（平成９年東久留米市規則第２０号。以下「規

則」という。）第４８条による公共工事の前払金及び第４８条の２による中間前払金に関

する事務の取扱いについて、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（前金払の対象） 

第２ 前金払の対象は、東久留米市（以下「市」という。）が発注する土木工事、建築工事

及び設備工事（以下「公共工事」という。）並びに土木建築に関する工事の設計、調査及

び測量等（以下「工事設計等」という。）とする。 

（前払金の制限） 

第３ 第２の規定にかかわらず、前払金の対象となる公共工事及び工事設計等のうち次に掲

げるものは、前払金を支払わない。 

（１） 契約金額が公共工事については２００万円未満、工事設計等については１００万

円未満のもの 

（２） 材料を支給する工事で、契約金額に支給材料の額を加えた額の４割以上の額の材

料を支給するもの 

２ 前項に定める場合のほか、市長は、予算執行上の都合その他やむを得ない理由があると

認めるとき、又は前金払の必要がないと認めるときは、前払金の全部又は一部を支払わな

いことができる。 

（前金払の率） 

第４ 前金払の率は、公共工事については契約金額の４割、工事設計等については契約金額

の３割とする。 

（前払金の最高限度額） 

第５ 第４の規定にかかわらず、前払金の最高限度額は、１件の契約につき１億円とする。 

（前払金の端数整理） 

第６ 前払金に１０万円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

（前金払の対象及び率等の明示） 
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第７ 前金払の対象とされる公共工事及び工事設計等並びに前金払の率等については、入札

条件又は見積条件としてあらかじめ入札参加者等に対し、これを明示するものとする。 

（前金払に関する特約事項） 

第８ 前払金を支払う公共工事及び工事設計等の請負契約には、次の各号に掲げる事項を前

払金に関する特約として付するものとする。 

（１） 所定の金額を限度として前払金を支払うこと。 

（２） 前払金の請求手続に関すること。 

（３） 契約金額の変更に伴う前払金の追加払又は返還に関すること。 

（４） 前払金の使途制限に関すること。 

（５） 保証契約の変更に関すること。 

（６） 保証契約が解約された場合等における前払金の返還に関すること。 

（前払金の請求手続） 

第９ 前払金の請求は、契約締結後、契約の相手方が公共工事の前払金保証事業に関する法

律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業

会社」という。）と保証契約を締結し、その保証証書を市に提出させたうえで速やかに行

わせるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、公共工事及び工事設計等の着手時期を別に指定するときその

他市長が必要と認めるときは、その請求時期を別に指定することができる。 

３ 市長は、前払金の請求を受けたときは、遅滞なくこれを支払うものとする。 

４ 第１項の規定による保証証書の提出は、市長が認める場合においては、電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）によ

り行うことができる。 

（契約金額の変更に伴う前払金の追加払又は返還） 

第１０ 規則第４８条第２項の規定により前払金を追加払し、又は返還させる場合における

前払金の額は、次の各号に定めるところによるものとする。ただし、前払金を追加払する

場合においても、前払金の合計額は、第５に規定する限度額を超えることができないもの

とする。 

（１） 契約金額を増額した場合 増額後の契約金額の第４に規定する前払金の率（当初

の前払金の支給率が第４に規定する前払金の率を下回るときは、その率とする。次号に

おいて同じ。）に相当する額（１０万円未満の端数は切り捨てる。次号において同じ。）
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から支払済みの前払金の額を差し引いた額 

（２） 契約金額を減額した場合 支払済みの前払金の額から減額後の契約金額の第４に

規定する前払金の率に相当する額を差し引いた額 

２ 規則第４８条第２項の規定により前払金を追加払するときは、当該契約変更の日以後、

第１１の規定による保証契約変更後の保証証書を市に提出させた上で、契約の相手方の請

求により行うものとする。 

３ 規則第４８条第２項の規定により前払金を返還させるときは、当該契約変更の日から市

長が指定する日（以下「返還期限」という。）までの間に返還させるものとする。この場

合において、契約の相手方が返還期限までに当該前払金を返還しないときは、市長は、返

還期限の翌日から返還の日までの日数に応じ、未返還額に東久留米市標準契約約款（以下

「標準契約約款」という。）に定める率を乗じて得た額を遅延利息として徴収するものと

する。 

４ 規則第４８条第２項の規定にかかわらず、市長は、同項の規定により変更をした公共工

事及び工事設計等の残工期が３０日未満のときその他必要がないと認めるときは、当該変

更に伴う前払金を追加払せず、又は返還させないことができる。 

（保証契約の変更） 

第１１ 規則第４８条第２項の規定により前払金の追加払をしようとするときは、契約の相

手方をして保証事業会社との保証契約を変更させ、変更後の保証証書を市長に提出させる

ものとする。 

２ 規則第４８条第２項の規定により前払金を返還させる場合及び既定の工期が短縮され

た場合において、契約の相手方が保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を市長に

提出させるものとする。 

３ 前２項に掲げるもののほか、保証契約の変更があった場合には、契約の相手方は、変更

後の保証証書を市長に提出するものとする。 

４ 前３項の規定による変更後の保証証書の提出は、市長が認める場合においては、電磁的

記録により行うことができる。 

（前払金を支払った場合の部分払の限度額） 

第１２ 前払金を支払った公共工事及び工事設計等について部分払をするときは、規則第５

０条の第２項の規定に基づき、標準契約約款に定める計算式により計算して得た額を支払

うものとする。 

（前払金の使途制限） 
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第１３ 前払金は、当該前払金に係る公共工事及び工事設計等に必要な経費以外の経費の支

払に充ててはならないものとする。 

（保証契約が解約された場合等における前払金の返還） 

第１４ 規則第４８条第３項の規定により前払金を返還させる場合において、公共工事及び

工事設計等の既済部分があるときは、既に支払った前払金の額からその既済部分の代価に

相当する額を差し引いた額を返還させるものとする。 

２ 市長は、規則第４８条第３項第１号及び第３号の該当により前払金を返還させるときは、

当該前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ、当該返還額に標準契約約款に定め

る率を乗じて得た額を遅延利息として徴収するものとする。 

３ 市長は、規則第４８条第３項第２号の該当により前払金を返還させるときは、市長が指

定する日の翌日から返還の日までの日数に応じ、当該返還額に標準契約約款に定める率を

乗じて得た額を利息として徴収するものとする。 

（２年度以上にわたる公共工事及び工事設計等の前払金） 

第１５ ２年度以上にわたる公共工事及び工事設計等であっても、前払金は契約金額の第４

に規定する前金払の率に相当する額を支払うものとする。 

（債務負担行為を伴う公共工事及び工事設計等の特例） 

第１６ 債務負担行為を伴う公共工事及び工事設計等のうち第５の規定により前払金の全

部又は一部を支払うことができなかった場合において、市長が必要と認めるときは、翌年

度開始後に前払金を支払うことができるものとする。 

（中間前金払の対象） 

第１７ 中間前金払の対象は、規則第４８条第１項の規定により前金払をした公共工事のう

ち、次の各号に掲げる要件を満たしているものとする。 

（１） 工期の２分の１を経過していること。 

（２） 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該

公共工事に係る作業が行われていること。 

（３） 既に行われた当該公共工事に係る作業に要する経費が契約金額の２分の１以上の

額に相当するものであること。 

（中間前金払の制限） 

第１８ 第１７の規定にかかわらず、中間前金払の対象となる公共工事のうち、規則第４９

条に規定する部分払を行うものは、中間前払金を支払わない。 

２ 前項に定める場合のほか、市長は、予算執行上の都合その他やむを得ない理由があると
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認めるとき、又は中間前金払の必要がないと認めるときは、中間前払金の全部又は一部を

支払わないことができる。 

（中間前金払の率） 

第１９ 中間前金払の率は、契約金額の２割とする。 

（中間前払金の最高限度額） 

第２０ 第１９の規定にかかわらず、中間前払金の最高限度額は、１件の契約につき５，０

００万円とする。 

（中間前金払に係る認定） 

第２１ 中間前払金は、第１７各号に掲げる要件を全て満たしていると認められる場合にお

いて支払うものとする。 

２ 市長は、前項に掲げる要件を満たしていることの認定について、中間前払金認定請求書

（様式第１号）による請求があった場合は、直ちに調査を行わなければならない。 

３ 前項の調査は、工事主管課長が行うものとし、当該調査の結果が妥当と認めるときは、

認定調書（様式第２号）を作成のうえ、契約の相手方に交付しなければならない。 

（中間前払金の請求手続） 

第２２ 中間前払金の請求は、第２１の規定による認定後、速やかに行うものとする。ただ

し、市長が必要と認めるときは、市長は請求時期を別に指定することができる。 

２ 契約の相手方は、前項の請求をするときは、保証事業会社と当該中間前払金の対象とな

る公共工事に係る保証契約を締結し、その保証証書を添えなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による中間前払金の請求を受けたときは、遅滞なくこれを支払う

ものとする。 

（２年度以上にわたる公共工事の中間前払金） 

第２３ ２年度以上にわたる公共工事であっても、中間前払金は契約金額の第１９に規定す

る中間前金払の率に相当する額を支払うものとする。 

（準用） 

第２４ 第６から第８まで、第１０、第１１、第１３、第１４及び第１６の規定は、中間前

金払いについて準用する。この場合において、第１０各項並びに第１１第１項及び第２項

中「規則第４８条第２項」とあるのは「規則第４８条の２第２項の規定により準用する第

４８条第２項」と、第１４項各項中「規則第４８条第３項」とあるのは「規則第４８条の

２第２項の規定により準用する第４８条第３項」と読み替えるものとする。 

付 則 
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この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則（令和５年１２月２６日訓令乙第１２５号） 

この訓令は、令和６年３月１日から施行する。 

付 則（令和７年３月３１日訓令乙第４６号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第２１関係） 

様式第２号（第２１関係） 

 


